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はじめに

農業従事者の高齢化や農業人口
の減少により，日本国内では放棄
地の増加が続き，平成 27 年時点で
42.3 万 ha と 全 耕 地 の 約 10 ％ が 耕
作 放 棄 さ れ て い た（https://www5.
cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/
special/2030tf/281114/shiryou1_2.
pdf）。世界全体で見ても，塩類集積
や不適切な農地利用により耕作放棄地
面積は増加を続けており，少し古い
推計となるが 1990 年までに 2 億 ha
が耕作放棄地となっていた（Cramer　
and Hobbs  2007）。このように世界
各地で増加を続ける耕作放棄地につい
ては，農業生産の面からは効率的な復
元が求められる一方，生物相保全の観
点からは農地環境から非農地環境への
移行の機会とも捉えられ，どのような
生態系を再生・維持していくかという
議論が土地資源管理上重要となる。

耕作放棄され管理停止状態が長年に
渡り続いていく際に土地管理を具体的
に検討する上では，そこに生育する植
物群集がどのように経年変化していく
のか，という植生遷移の過程を把握す
ることが重要となる。日本の暖温帯を
例とすると，火山の噴火後の土壌が形
成されていない裸地において，最初に
地衣類が定着し，その後，草本，低木，
明るい環境を好む陽樹の高木，そして
最終的には照葉樹林を構成する陰樹の
高木が優占していく，というような植
生変化は一次遷移と呼ばれ，高校の教

科書などでも扱われる生態現象であ
る。また農地のように既に土壌があり，
その中に生きた植物の種子や根のある
状態から進行する植生遷移は二次遷移
と呼ばれる。耕作放棄地における植生
の二次遷移については世界各地で長年
に渡る研究の蓄積があるが，近年は管
理停止が長期化した際に，外来種や競
争排除効果の強い在来種の繁茂などに
より当該地域の典型的とされる森林植
生等への回復が阻害されるケースが世
界各地から報告されている（Cramer 
and Hobbs 2007）。

本稿では，日本の放棄畑植生につい
て，放棄をめぐる社会情勢と著者らが
取り組んできた関東平野の耕作放棄畑
を対象とした植生遷移研究事例を中心
に紹介する。本稿を通じて，農地資源
や地域の自然環境の管理の一参考とし
ていただきたい。

1. 日本の畑地および耕作
放棄地を巡る情勢

本節では Tokuoka and Nakagoshi
（2017）の内容の一部を以下，翻訳転載
する（転載許可番号 501608318：シュ
プリンガーネイチャー社）。

日本では焼き畑農業が古来から続く
最も古い畑作農法の一つである。焼き
畑農地の多くは 19 世紀後半より常畑
へと転換されたが，1950 年時点でも
1 万ヘクタールを超える農地で焼き畑
が営まれていた。杉本（1995）によ
ると，日本では 12 世紀から 15 世紀

にかけて，焼き畑から常畑への転換が
進んだとされる。その当時は麦，大豆，
綿花などが年貢の対象作物として耕作
され，雑穀，野菜，麻，綿花などが自
給作物として栽培されていた。15 世
紀から 16 世紀にかけては麦と大豆の
二毛作が行われるようになった。17
世紀以降は，常畑で作付けされる作物
は様々な野菜，綿花，タバコ，ナタネ
など多様化し，これらが商業的に栽培
され，各地の環境に適応した栽培体系
が確立されていた。19 世紀には桑の
栽培が増加し，19 世紀後半以降は果
樹園が増加した。

19 世紀中盤始め以降，農業技術や
多くの作物種が西洋諸国より導入され
たが，各地の古老の知識に基づく自給
的な農業は依然として広く続けられて
いた。第二次世界大戦より前には，ほ
とんどの農作業は人力あるいは役畜に
より行われていた。施肥は小規模農家
が自身で確保する有機肥料や干鰯 ( ほ
しか ) に依っていた。20 世紀初め以
降は金肥の使用も徐々に増えてきた。
第二次世界大戦後は，農業の機械化や
化成肥料の投入が全国的に普及してき
た。栽培体系も多様な自給，商品作物
の栽培から，商品作物の単作へと移行
してきた。1970 年代の経済成長期に
は，農業の収益性は他産業に比べ落ち
込み，それ以降現在まで耕作放棄地の
増加が続いている。（翻訳終わり）

　次節からは主に関東平野の耕作放
棄畑を対象に著者らがこれまで報告し
てきた成果の概要を紹介する。

耕作放棄畑における
植生遷移について
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2. 関東平野の耕作放棄畑
の現状

(1) 耕作放棄畑の優占植物

Tokuoka and Nakagoshi (2017)
のデータの再集計により，2008 年に
関東平野のランダムに選ばれた 15 の
地域（1 地域は凡そ 100ha）を対象に
耕作放棄畑の優占植物を調査した結果
を表 -1 に示す。耕作放棄の初期段階
に一早く圃場に定着する自立する一年
生草本や二年生草本を中心とした植物
群落が 36.5％と最も大きい割合を占
めていた。それに次ぐ植物群落の内訳
を見ると，群落上層を覆うつる植物と
して，カナムグラやクズが多く，地表
を被覆する自立する植物としてはアズ
マネザサ，セイタカアワダチソウ，ス
スキが最も広く共通して見られ，これ
らは合計割合で 50.9％だった。また
これに次いでモウソウチクやマダケと
いった竹の優占する立地も 7.2％で確
認された。調査時点では広葉樹二次林
にまで成林した圃場は 4.1％だった。

この優占植物の調査ではクズやアズマ
ネザサが圃場の一面を覆う様子が広く
観察されたが，このような圃場はどの
程度管理停止が継続されているのか？
また樹木の定着はスムーズに進むのだ
ろうか？という疑問が生じてきた。

(2) アズマネザサやクズの繁茂に
よる樹木実生定着の阻害

管理停止状態が比較的長い耕作放棄
畑ではつる植物ではカナムグラやクズ

（図 -1 左），自立して地表を被覆する
植物としてはアズマネザサ（図 -1 右），
セイタカアワダチソウ，ススキなどが
多く見られた。著者らがこれら植物に
よって被覆された耕作放棄地 11 箇所
を 2008 年に調査した結果から，耕作

放棄地内で観察された樹木の実生数
は，①放棄年数の増加とは相関関係が
見られず（つまり，放棄年数が長くな
れば樹木の定着がどんどん進む，と
いうことではなく），②群落内の開空
度（樹木実生への光の届きやすさの指
標）と正の相関が見られた。特にク
ズ，カナムグラ，アズマネザサの被覆
率の増加に伴い開空度は低下していた

（Tokuoka et al. 2011）。この結果を
受けて，優占植物との光をめぐる競争
を主要因として樹木実生の定着阻害が
生じているのか？ あるいはその他の
要因も実生の定着阻害に関係している
のか？ について次に紹介する操作試
験によって追加検証した。

表 -1　関東平野の耕作放棄畑面積全体に占める優占植物種の割合（2008年調査）

図 -1　関東平野の耕作放棄地に多く見られるアズマネザサ（右図）とクズ（左図）

表-１ 関東平野の耕作放棄畑面積全体に占める優占植物種の割合 

調査は 2008 年に実施した。 

優占種の生活型 群落表層のつる植物 地表を被覆する植物 
放棄畑面積全体に占

める割合（％） 

一年生草本や二年生草

本中心 
 

ヒメムカシヨモギ，オオアレチノギク，メヒシバ

他多数 
36.5 

つる植物 カナムグラ，クズ アズマネザサ，セイタカアワダチソウ，ススキ 23.8 

ササ カナムグラ（少） アズマネザサ，セイタカアワダチソウ（少） 14.7 

多年生草本（セイタカア

ワダチソウ中心） 
カナムグラ（少） セイタカアワダチソウ，ススキ，アズマネザサ 12.4 

竹（マダケ属）  モウソウチク，マダケ，ハチク（少） 7.2 

広葉樹二次林  ムクノキ，エノキ，シラカシ，コナラ，ヌルデ等 4.1 

ススキ属 カナムグラ（少） 
ススキ，オギ，セイタカアワダチソウ（少），ア

ズマネザサ（少） 
1.3 

 
 
表-2 播種・植栽導入一年後の実生生残率（％） 

導入方法 樹種 刈り取り区 非刈り取り区 

播種 コナラ 45 1 

 シラカシ 30 0 

 スダジイ 26 0 

植栽 アカマツ 56 0 

 ヤマハゼ 85 0 

 イヌシデ 67 0 

 エノキ 98 2 

 ムクノキ 35 0 

 コナラ 88 13 

 シラカシ 17 0 

 スダジイ 2 0 
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3. 耕作放棄畑における樹木
実生の定着阻害要因の実験
検証

ある植物が植物群落内に定着でき
るかについては，種子供給の有無

（Seed limitation）と生育環境の適不
適（Micro-site limitation）の 2 つの
要因より検証される（Eriksson and 
Ehrlēn 1992）。著者らはアズマネザ
サが単一で優占した圃場とアズマネザ

サの上層をクズやカナムグラが被覆し
た圃場を対象に，樹木種子の播種や実
生植栽と生育環境の改変処理を組み合
わせた野外操作試験を行った。

(1) アズマネザサの上層をクズ，カ
ナムグラが覆う群落での操作試験
結果

アズマネザサとクズの両方が繁茂
した放棄畑において操作試験を行い，
植生の刈り取りの有無や落葉落枝の
被覆が在来樹種の定着に及ぼす影響
を 1 年 間 観 察 し た（Tokuoka et al. 
2015）。その結果，非刈り取り区では
在来樹種の定着がほとんど進まなかっ
た（表 -2，図 -2；「農業環境技術研究所・
研究成果情報・32 集より部分転載」）。

植栽実生の枯死した姿や，圃場内に散
乱した播種由来と思われるドングリの
食べかすの状態からは，群落内の暗さ
や野生動物（おそらく後述のように野
ネズミ等）による種子の食害が樹木の
定着を妨げたと考えられた。

(2) アズマネザサが単一で優占した
群落での操作試験結果

植物体の高さが 3 ｍ程度に至った
アズマネザサが単一で優占した放棄畑
において，植生の刈り取りの有無，落
葉落枝の被覆の有無，動物のアクセス
頻度を軽減させる金網と防鳥糸設置の
有無を組み合わせた試験区を設け，6
種の在来樹種の種子を播種し，これら
樹種の初期定着に及ぼす操作要因の影
響を検証した (Tokuoka et al. 2019)。
在来樹種には明るい環境を主な生育地
とするアカマツ，エノキ，ムクノキ，
コナラ，暗い環境を主な生育地とする
シラカシ，スダジイを用いた。

この操作試験の結果，図 -3 に示す
通り，樹種によって定着阻害要因が異
なることが明らかとなった。まずアズ
マネザサによって被覆された群落内は
明るい環境を好む上述の 4 種にとって
は生育生理的な面で適しておらず，枯
死する個体が多数見られた。一方で茎
が著しく伸びた徒長成長とはなるが，
シラカシ，スダジイについては初期の
枯死は免れることが出来る個体が多
かった。このような樹種間の枯死，徒

表 -2　播種・植栽導入一年後の実生生残率（％）
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3. 耕作放棄畑における樹木
実生の定着阻害要因の実験
検証

ある植物が植物群落内に定着でき
るかについては，種子供給の有無

（Seed limitation）と生育環境の適不
適（Micro-site limitation）の 2 つの
要因より検証される（Eriksson and 
Ehrlēn 1992）。著者らはアズマネザ
サが単一で優占した圃場とアズマネザ

サの上層をクズやカナムグラが被覆し
た圃場を対象に，樹木種子の播種や実
生植栽と生育環境の改変処理を組み合
わせた野外操作試験を行った。

(1) アズマネザサの上層をクズ，カ
ナムグラが覆う群落での操作試験
結果

アズマネザサとクズの両方が繁茂
した放棄畑において操作試験を行い，
植生の刈り取りの有無や落葉落枝の
被覆が在来樹種の定着に及ぼす影響
を 1 年 間 観 察 し た（Tokuoka et al. 
2015）。その結果，非刈り取り区では
在来樹種の定着がほとんど進まなかっ
た（表 -2，図 -2；「農業環境技術研究所・
研究成果情報・32 集より部分転載」）。

植栽実生の枯死した姿や，圃場内に散
乱した播種由来と思われるドングリの
食べかすの状態からは，群落内の暗さ
や野生動物（おそらく後述のように野
ネズミ等）による種子の食害が樹木の
定着を妨げたと考えられた。

(2) アズマネザサが単一で優占した
群落での操作試験結果

植物体の高さが 3 ｍ程度に至った
アズマネザサが単一で優占した放棄畑
において，植生の刈り取りの有無，落
葉落枝の被覆の有無，動物のアクセス
頻度を軽減させる金網と防鳥糸設置の
有無を組み合わせた試験区を設け，6
種の在来樹種の種子を播種し，これら
樹種の初期定着に及ぼす操作要因の影
響を検証した (Tokuoka et al. 2019)。
在来樹種には明るい環境を主な生育地
とするアカマツ，エノキ，ムクノキ，
コナラ，暗い環境を主な生育地とする
シラカシ，スダジイを用いた。

この操作試験の結果，図 -3 に示す
通り，樹種によって定着阻害要因が異
なることが明らかとなった。まずアズ
マネザサによって被覆された群落内は
明るい環境を好む上述の 4 種にとって
は生育生理的な面で適しておらず，枯
死する個体が多数見られた。一方で茎
が著しく伸びた徒長成長とはなるが，
シラカシ，スダジイについては初期の
枯死は免れることが出来る個体が多
かった。このような樹種間の枯死，徒

表 -2　播種・植栽導入一年後の実生生残率（％）

表-１ 関東平野の耕作放棄畑面積全体に占める優占植物種の割合 

調査は 2008 年に実施した。 

優占種の生活型 群落表層のつる植物 地表を被覆する植物 
放棄畑面積全体に占

める割合（％） 

一年生草本や二年生草

本中心 
 

ヒメムカシヨモギ，オオアレチノギク，メヒシバ

他多数 
36.5 

つる植物 カナムグラ，クズ アズマネザサ，セイタカアワダチソウ，ススキ 23.8 

ササ カナムグラ（少） アズマネザサ，セイタカアワダチソウ（少） 14.7 

多年生草本（セイタカア

ワダチソウ中心） 
カナムグラ（少） セイタカアワダチソウ，ススキ，アズマネザサ 12.4 

竹（マダケ属）  モウソウチク，マダケ，ハチク（少） 7.2 

広葉樹二次林  ムクノキ，エノキ，シラカシ，コナラ，ヌルデ等 4.1 

ススキ属 カナムグラ（少） 
ススキ，オギ，セイタカアワダチソウ（少），ア

ズマネザサ（少） 
1.3 
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徳岡：耕作放棄畑における植生遷移について　5

長成長による生残の傾向は，アズマネ
ザサの繁茂に伴う林床の光資源の不足
とその強さを示唆するものと思われ
る。ただしこのような生育生理的な環
境としての制限に加えて，全試験対象
樹種の種子等を広食に採食する野ネズ
ミによる食害影響も甚大であることが
センサーカメラにより記録された野ネ
ズミの採食行動から明らかとなった。

このような野ネズミの食害および光
制限の解決を図るためにはササの刈り
取りが有効ではある。しかし，刈り取
り区では一定程度成長した当年実生を
冬から春にかけて採食するニホンノウ
サギやムクノキおよびアカマツの種子
あるいは出芽直後の子葉を採食する外
来狩猟鳥のコジュケイによる食害によ
り樹木実生の定着が阻害された。落葉
落枝による被覆はアカマツなど小型の
種子植物の出芽率を低下させる可能性
も示唆された。人為的に播種，植栽し
た実生の生残率を高めるためには導入
する樹種とその導入方法の検討，アズマ
ネザサの刈り取りに加え，野生鳥獣の採
食影響や落葉落枝の被覆による影響につ
いても考慮する必要があることがこの試
験から明らかとなった（図 -4）。

最後に

日本の畑地および耕作放棄地を巡る
情勢からは，過去数世紀の間に複雑か
つ，再現性の無い農業技術の変化があ
り，その中で現在，耕作放棄地は増加
を続けている。これに加えて農耕地周
辺の植生配置も過去２世紀の間に大
きく変化してきており，小椋（2006）
によれば，19 世紀後半に約 1300 万
ha という広大な国土が草地だった頃
から，1950 年代には草地は約 200 万
ha 未満に，2001 年にはわずか 34 万
ha にまで急減している。旧来の刈り
取りや火入れにより粗放的に維持され
ていた半自然草地の主要構成種の一つ
としてはススキが知られるが，スス
キの繁茂する草地は樹木（Tsuyuzaki 
2005）や希少な野草（Osawa 2011）
の定着を助ける効果が知られている。
この 19 世紀後半からの草地の急減は
耕作放棄地に移入してくるススキ等の
草本の種子量や，放棄初期の植物群落
の種組成にも大きな変化をもたらして
きたものと思われる。さらには地球規
模の環境要因として気候変動に伴う植
物群集構造の変化や世界的な物流網の

発達に伴う外来植物の移入および定着
も植生遷移に影響する重要な要因であ
る。　

このような複雑かつ多要因の影響の
もと放棄地の植生遷移はほ場内の管理
履歴のみに着目して，その生態現象を
シンプルに予測することは難しくなっ
てきている。本稿で紹介した野外観察
や操作試験の結果からは，アズマネザ
サやクズといった在来の優占植物種と
の資源を巡る競争，これら優占植物の
落葉落枝の堆積，外来狩猟鳥を含む野
生動物の採食行動が複雑に作用して，
地域の典型的な森林の回復が停滞して
いる可能性が示された。しかしながら
日本全体を見ると耕作放棄地における
植生遷移のパターンとそれを規程する
要因については，まだまだ実態が明ら
かとされていない。各地で耕作放棄地
植生の植生遷移過程を明らかにし土地
資源を効率的に管理するための方法を
確立していく必要がある。
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個人経営体における主副業別農業経営体数及び
基幹的農業従事者数（2020年農林業センサスから　その３）

　統計データから

表 -1　主副業別経営体数

個人経営体を主副業別にみると，表 -1 に示すように，主業
経営体（農業所得が 50％以上で，1 年間に自営農業に 60 日以
上従事している 65 歳未満の世帯員がいる）は 23 万経営体で
5 年前に比べ 6 万 2 千経営体が減少し，準主業経営体（農業所
得が 50％未満で，同上の世帯員がいる）は 14 万 1 千経営体
で 11 万 8 千経営体の減少，副業的経営体（同上の世帯員がい
ない）は 66 万 6 千経営体で 12 万４千経営体がいずれも減少
している。この結果，個人経営体に占める割合は，主業経営体
が 22.2％，準主業経営体が 13.6％，副業的経営体が 64.2％と，
副業的経営体が大部分を占める現状は 5 年前と変わりない。

なお，1 年間に自営農業に 150 日以上従事した 65 歳未満の
農業専従者がいる割合は，主業経営体では 87.4％（20 万 1 千

経営体）に対し，準主業経営体では 38.9％（5 万 5 千経営体）
と，後者では低くなっている。

表 -2 に示すように，主に自営農業に従事する基幹的農業従
事者は 136 万 1 千人で，5 年前に比べ 39 万 6 千人（22.5％）
減少している。また，年齢階層別にみても全ての階層で減少し
ている。各年齢階層別では 70 歳代が占める割合が 33.9％と最
も多く，次いで 60 歳代の 28.8％，80 歳以上 17.3％となって
いる一方，20 歳代以下は 1.2％，30 歳代 3.7％，40 歳代 5.9％，
50 歳代 9.3％と，いずれも一桁台と少ない。そして，65 歳以
上が占める割合は 69.8％となり，5 年前に比べ 4.9 ポイント
上昇している。その結果，平均年齢も 67 歳から 67.8 歳へと
より高齢化が進んでいる。　　　　　　　　　　　　　（K. O）

（単位：千経営体）

表 -2　年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体） （単位：人）


